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個人情報保護法等に基づく公表事項等に関するご案内 

 

個人情報保護に関する法律等に基づき、公表または本人が容易に知り得る状態に置くべきも

のと定めている事項および業界団体の自主ルールにより公表すべきこととしている事項を、以下

に掲載させていただきますので、ご覧くださいますようお願い申し上げます。 

株式会社 JA 松本市総合サービス 

（平成 30 年 9 月 25 日制定、令和 4 年 6 月 16 日に改正し、令和 4 年 4 月 1 日適用） 

 

１．当社が取扱う個人情報の利用目的（保護法第２１条第１項関係） 

次のとおりです。（後記３以下も併せてご覧ください。）なお、個人情報の利用目的が、法令等

に基づき限定されている場合には、当該利用目的以外で利用いたしません。 

（※別紙参照） 

 

２．当社が取扱う保有個人データに関する事項（保護法第３２条第１項関係） 

次のとおりです。 

(1)当該個人情報取扱事業者（当社）の名称及び住所並びに代表者氏名 

株式会社 JA 松本市総合サービス（代表取締役社長 平沢 昭久） 

  住所：長野県松本市深志 2 丁目 1 番 1 号 

 

(2)すべての保有個人データの利用目的 

（※別紙参照） 

 

(3)開示・訂正・利用停止・消去等（以下、開示等という。）の求めに応じる手続 

①開示等の求めのお申出先 

当社の保有個人データ等（個人データの第三者提供記録を含みます。）に関する開示等の

お求めは、次の窓口までお申し出下さい。 

なお、お取引内容等に関するご照会は、下記にお尋ね下さい。 

受付時間は、業務営業日の午前 9 時から午後 5 時までとさせていただきます。 

 

 

受 付 窓 口 

住 所 〒390-0815 長野県松本市深志 2 丁目 1 番 1 号 

名 称 株式会社 JA 松本市総合サービス 

電話番号 0263-87-7483 

 

 

②開示等の求めに際して提出すべき書面の様式その他の開示等の求めの方式 

開示等を請求される場合は、当社に備置してある「保有個人データ等の開示等にかかる
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請求書」に所定の事項を記入のうえ、ご本人または代理人確認書類を添付して、当社に持

参してください。 

なお、やむを得ない事情がある場合は、同書面により上記に記載しました開示等受付窓口

宛に郵送していただいても受付いたします。 

③開示等の求めをする者がご本人またはその代理人であることの確認の方法 

なりすましによる情報の漏洩を防ぐために、開示等請求者の本人または代理人確認を当

社で定める「保有個人データ等の開示等に関する手続要領」に従い行わせていただきま

す。 

④利用目的の通知または開示を求める際の手数料の額および徴収方法 

利用目的の通知および開示の請求につきましては、１件あたり 1,100 円（税込）の事務手

数料をいただきます。 

 

(4)安全管理措置に関する事項 

 当社が講じている保有個人データの安全管理措置の主な内容は次の通りです。なお、当社

は、外国において個人データを取り扱うことはございません。 

①基本方針の策定 

個人データの適正な取扱いの確保のため、「株式会社 JA 松本市総合サービス個人情報

保護方針」を策定しています。 

②個人データの取扱いに係る規律の整備 

取得、利用、保存、提供、削除・廃棄等の段階ごとに、取扱方法、責任者・担当者及びそ

の任務等について「個人情報取扱規程」を策定しています。 

③組織的安全管理措置 

・「個人情報取扱規程」等に従って個人データが取り扱われていることを責任者が確認し、個

人情報保護法や個人情報取扱規程に違反している事実又は兆候を把握した場合の責任

者への報告連絡体制を整備しています。 

④人的安全管理措置 

・個人データの取扱いに関する留意事項について、従業員に対する研修を実施していま

す。 

⑤物理的安全管理措置  

・個人データを取り扱う機器、電子媒体及び書類等の盗難又は紛失等を防止するための措

置を講じるとともに、事業所内の移動を含め、当該機器、電子媒体等を持ち運ぶ場合、容

易に個人データが判明しないよう措置を実施しています。 

⑥技術的安全管理措置 

・個人データを取り扱うことができる機器及び当該機器を取り扱う従業員を明確化し、個人デ

ータへの不要なアクセスを防止しています。 

・個人データを取り扱う情報システムを外部からの不正アクセス又は不正ソフトウェアから保

護する仕組みを導入しています。 

(5)保有個人データの取扱いに関し当社が設置する苦情・相談のお申出先窓口 
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当社の保有個人データの取扱いに関する苦情・相談等は、次の窓口までお申し出ください。 

 

苦情・相談の窓口 

住 所 〒390-0815 長野県松本市深志 2 丁目 1 番 1 号 

名 称 株式会社 JA 松本市総合サービス 

電話番号 0263-87-7483 

F A X 0263-34-1139 

E - m a i l 31soh@mhl.nn-ja.or.jp 

 

３．共同利用に関する事項（保護法第２７条第５項第３号関係） 

保護法第２７条第５項第３号は、第三者提供の例外として、個人データを特定の者との間で

共同して利用する場合であって、その旨および一定の事項を本人が容易に知り得る状態に置

いているときは、第三者提供にいう「第三者」に該当せず、あらかじめご本人の同意を得ないで、

その共同利用者に個人データを提供できることを定めています。 

この規定に基づき、当社が共同して利用する場合については次のとおりです。 

 

(1) 松本ハイランド農業協同組合との間の共同利用 

①共同利用する者の範囲 

・松本ハイランド農業協同組合 

②共同利用する個人データの項目 

 当社のお客さまおよびその他の個人の以下の個人データについて、共同利用します。 

 ・氏名、性別、生年月日、、勤務先等の属性情報 

 ・住所、電話番号、電子メールアドレス等の連絡先情報 

③共同利用する会社の利用目的 

当社の提供する各種商品・サービスに関する各種情報のご提供等のため 

④個人データの管理について責任を有する者の名称及び住所並びに代表者氏名  

株式会社 JA 松本市総合サービス（代表取締役社長 平沢 昭久） 

 住所：長野県松本市深志 2 丁目 1 番 1 号 

 

４．個人データの取扱いの外部委託 

当社は個人データの取扱い業務の一部を外部委託しております。外部委託先に取り扱わせ

ている主な業務には以下のものがあります。 

 (1)情報システムの運用・保守に関する業務 

 (2)利用者・取引先の皆様へお送りするための書面の印刷・発送業務 

 

５．個人情報である仮名加工情報の取得及び仮名加工情報の利用目的の変更に関する事項

（保護法第 41 条第４項関係） 
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 当社が取得した個人情報である仮名加工情報の利用目的は次の通りです。 

  ・当社が取得した個人情報である仮名加工情報はありません。 

 当社が取扱う仮名加工情報の変更後の利用目的は次の通りです。 

  ・当社が取扱う仮名加工情報はありません。 

 

６．当社が作成した匿名加工情報に関する事項（保護法第４３条第３項関係） 

  次の通りです。 

  〇匿名加工情報として作成した項目 

  ・匿名加工情報として作成した項目はありません。 

 

７．備 考 

当社が、ご本人への通知、ご利用約款等のご承認の方法により、別途、利用目的等を個別

に示させていただいた場合等には、その個別の利用目的等の内容が、以上の記載に優先させ

ていただきますことにつき、ご了承ください。 

 

以 上 
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（別紙） 

個人情報を取得する際の利用目的（保護法第 21 条第 1 項関係） 

 事 業 分 野 利   用   目   的 

不動産管理事業 ・本人の確認 

・申込の受付 

・契約の締結 

・契約に基づくサービスの提供 

・費用・代金の請求・決済 

・当社の提供する商品・サービスに関する各種の情報のご提供等 

宅地建物取引業  ・本人の確認 

・申込の受付 

・契約の締結 

・契約に基づくサービスの提供 

・費用・代金の請求・決済 

・業務遂行に必要な範囲で行う業務提携先等への提供 

・当社の提供する商品・サービスに関する各種の情報のご提供等 

駐車場事業 

 

 

 

・申込の受付 

・契約の締結 

・契約に基づくサービスの提供 

・費用・代金の請求・決済 

・業務遂行に必要な範囲で行う業務提携先等への提供 

・当社の提供する商品・サービスに関する各種の情報のご提供等 

会館貸席事業 

 

 

 

申込の受付 

・契約に基づくサービスの提供 

・費用・代金の請求・決済 

・業務遂行に必要な範囲で行う業務提携先等への提供 

・当社の提供する商品・サービスに関する各種の情報のご提供等 

採用・雇用管理 ・採用の可否の判断 

・雇用の維持・管理 

・健康保険組合等関係機関・団体への提供 

・身元保証人等に対する当会社からのご通知・ご連絡等 

(注) 当社が提供する商品・サービスとは、当社が行っている全ての事業に係る商品・サービスを

いい、以下の各項目において同じです。 
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特定個人情報を取得する際の利用目的（番号利用法第 29 条第 3 項関係） 

利   用   目   的 

報酬・料金等に関する支払調書作成事務 

不動産の使用料等に関する支払調書作成事務 

その他法令で認められた事務 

 

（注）ご不明な点につきましては、ご本人さまからのお申出により遅滞なくご回答させていただきま

す。 

 

○ 特定個人情報を取得する際の利用目的 

事務の名称 利   用   目   的 

取引先等に係る個人

番号関係事務 

報酬・料金等に関する支払調書作成事務 

不動産の使用料等に関する支払調書作成事務 

従業員等に係る個人

番号関係事務 

源泉徴収票作成事務 

財形届出事務 

雇用保険届出事務 

健康保険・厚生年金保険届出事務 

 

○当社の保有個人データの利用目的（保護法第32条第１項第２号関係） 

データベース等の種類 利  用  目  的 

共通情報データベース ・本人の確認 

・契約の維持・管理 

・契約等に基づく義務の履行・権利の行使 

・取引内容・履歴等の管理 

・市場調査及び商品・サービスの開発・研究 

・業務遂行に必要な範囲で行う業務提携先等第三者への提供 

・当社の提供する商品・サービスに関する各種の情報のご提供等 

・当社が加盟する情報機関への提供 

・信用保証機関・提携先の保険会社等への提供 

 

個人番号に関するデー

タベース 

 

・個人番号関係事務の実施 

注）ご不明な点につきましては、ご本人さまからのお申出により遅滞なくご回答させていただきま

す。 


